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議案第１号 

 

平成 31 年度 弥富市一般会計予算 

 

 平成 31 年度弥富市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 17,144,892 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法第 230 条第１項の規定により起こすことができる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方債」によ

る。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、1,000,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員手当及び共

済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用とする。 

 

  平成 31 年３月 12 日提出         弥富市長 安 藤 正 明   
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第１表　歳入歳出予算

歳入 （単位：千円）

款 項 金　　　　　額

1 市税 8,328,911

1 市民税 3,027,500

2 固定資産税 4,912,111

3 軽自動車税 98,800

4 市たばこ税 290,000

6 入湯税 500

2 地方譲与税 328,000

1 地方揮発油譲与税 52,000

2 自動車重量譲与税 130,000

4 森林環境譲与税 1,000

5 特別とん譲与税 145,000

3 利子割交付金 7,000

1 利子割交付金 7,000

4 配当割交付金 37,000

1 配当割交付金 37,000

5 株式等譲渡所得割交付金 28,000

1 株式等譲渡所得割交付金 28,000

6 地方消費税交付金 824,000

1 地方消費税交付金 824,000

7 ゴルフ場利用税交付金 13,000

1 ゴルフ場利用税交付金 13,000

8 自動車取得税交付金 58,000

1 自動車取得税交付金 58,000

9 環境性能割交付金 22,000

1 環境性能割交付金 22,000

10 地方特例交付金 157,000

1 地方特例交付金 47,000

2 子ども・子育て支援臨時交 110,000

付金

11 地方交付税 443,000

1 地方交付税 443,000

12 交通安全対策特別交付金 7,500

1 交通安全対策特別交付金 7,500
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歳入 （単位：千円）

款 項 金　　　　　額

13 分担金及び負担金 1,277

1 分担金 1

2 負担金 1,276

14 使用料及び手数料 308,984

1 使用料 239,106

2 手数料 69,878

15 国庫支出金 1,664,555

1 国庫負担金 1,495,827

2 国庫補助金 160,965

3 委託金 7,763

16 県支出金 1,256,156

1 県負担金 518,152

2 県補助金 616,894

3 委託金 120,092

4 県交付金 1,018

17 財産収入 23,045

1 財産運用収入 13,044

2 財産売払収入 10,001

18 寄附金 8

1 寄附金 8

19 繰入金 746,231

1 特別会計繰入金 4

2 基金繰入金 746,227

20 繰越金 500,000

1 繰越金 500,000

21 諸収入 188,625

1 延滞金、加算金及び過料 15,003

2 市預金利子 50

3 貸付金元利収入 40,003

4 受託事業収入 25,348

5 雑入 108,221

22 市債 2,202,600

1 市債 2,202,600

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 17,144,892
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歳出 （単位：千円）

款 項 金　　　　　額

1 議会費 174,784

1 議会費 174,784

2 総務費 3,840,307

1 総務管理費 3,360,517

2 徴税費 298,537

3 戸籍住民基本台帳費 77,344

4 選挙費 73,153

5 統計調査費 9,354

6 監査委員費 21,402

3 民生費 6,403,992

1 社会福祉費 1,639,105

2 児童福祉費 2,998,970

3 老人福祉費 1,265,396

4 災害救助費 203

5 生活保護費 500,318

4 衛生費 1,131,067

1 保健衛生費 572,239

2 清掃費 558,828

5 労働費 35

1 労働諸費 35

6 農林水産業費 1,115,700

1 農業費 1,113,980

2 水産業費 1,720

7 商工費 357,378

1 商工費 357,378

8 土木費 941,884

1 土木管理費 79,972

2 道路橋梁費 373,808

3 河川費 1,431

4 都市計画費 486,673

9 消防費 839,195

1 消防費 839,195
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歳出 （単位：千円）

款 項 金　　　　　額

10 教育費 1,209,123

1 教育総務費 243,858

2 小学校費 356,359

3 中学校費 194,250

4 社会教育費 279,674

5 保健体育費 105,207

6 私立学校費 29,775

11 災害復旧費 5

1 農林水産業施設災害復旧費 1

2 公共土木施設災害復旧費 1

3 文教施設災害復旧費 1

4 その他公共施設・公用施設 2

災害復旧費

12 公債費 1,107,280

1 公債費 1,107,280

13 諸支出金 1

1 普通財産取得費 1

14 予備費 24,141

1 予備費 24,141

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 17,144,892
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第２表 地 方 債 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

農林水産業事業 158,700 千円 

証書借入 

４．０％以内（た

だし、利率見直

し方式で借り入

れる政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて、利率の

見直しを行った

後においては、

当該利率見直し

後の利率） 

融資方の条件による。

ただし、市財政の都合

により据置期間及び

償還期限を短縮し、又

は繰上償還若しくは

低利に借換えするこ

とができる。 

道路橋梁整備事業 32,000 千円 

庁舎整備事業 1,843,700 千円 

防災対策事業 22,200 千円 

臨時財政対策債 146,000 千円 

計 2,202,600 千円    
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